
 

山梨県甲斐の木づかい推進事業費補助金交付要綱 
 
（趣旨）                             
第１条 知事は、県産材を利用する意識を醸成することにより県産材の利用促進を図るため、

市町村等が行う県産材を使用した学習用備品を学校施設等に導入する事業に要する経費に対

し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨

県規第２５号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによ

る。 

 
（補助金の交付対象者） 
第２条 補助金の交付対象者は、市町村、一部事務組合、学校法人、社会福祉法人等とする。 
 
（補助金の対象経費及び補助率） 
第３条 補助金の交付対象となる経費及び補助率は、別表１及び別表２に掲げるとおりとする。 
 
（補助金交付の申請） 
第４条 補助金の交付を受けようとする補助事業者は、規則第４条の規定による補助金交付申

請書（第１号様式）を知事に提出しなければならない。 
 
（補助金交付の条件） 
第５条 規則第６条の規定による補助金交付の条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 
一 補助事業者は、補助金の交付決定後の事情の変更等により、当該事業を変更（中止・廃

止）しようとするときは、変更（中止・廃止）承認申請書（第２号様式）を知事に提出し

承認を受けること。 
 二 補助事業が、予定の期間内に完了する見込みのない場合、又は補助事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 
 
（実績報告） 
第６条 補助事業者は、当該事業が完了した日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して１

箇月を経過した日又は交付決定をした年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、

実績報告書（第３号様式）を知事に提出しなければならない。 
 
（補助金の交付） 
第７条 知事は前条の実績報告を受理したときは、必要な確認検査をし、かつ、その結果に基

づき補助事業者に対し、補助金の額の確定を行い、速やかに精算払いにより支払うものとす

る。 
 
（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 
第８条 補助事業者は、補助事業完了後に申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係



　別表１

補助対象事業 対象経費 補助率及び交付限度額

補助対象事業者が設置する学校教育
法第１条の小学校、中学校、幼稚
園、児童福祉法第３９条第１項の保
育所、第４１条の児童養護施設及び
就学前の子どもに関する教育、保育
等の総合的な提供の推進に関する法
律第２条第６項の認定こども園に、
県産材を使用した児童・生徒用の机
及び椅子を導入する事業。

机及び椅子の購入に要す
る経費。ただし、机及び
椅子をセットで購入する
場合に限る。

１／２以内。ただし、机及び椅子
１セットにつき、県産材使用量に
応じて別表２に掲げる額を交付の
限度とする。

　別表２

机及び椅子１セットの区分 県産材使用量（㎥） 交付限度額

０．０１２未満 ２０，０００円

０．０１２以上 ３０，０００円

０．０３６未満 ８０，０００円

０．０３６以上 １２０，０００円

机１、椅子１

机１、椅子４

る仕入控除税額が確定した場合には、その金額を速やかに知事に消費税仕入税額控除適用報

告書（第４号様式）を提出しなければならない。 
２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の

全部又は一部の返還を命ずるものとする。 
 
（書類の保管） 
第９条 補助事業に係る帳簿及び証拠書類は、当該補助事業終了の年度の翌年度から起算して

５年間、整備・保管しておかなければならない。 
 
附 則     
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 



 
第１号様式 
                                                      番      号 
                                                平成   年   月  日 
 
 
  山梨県知事              殿 
 
 
                                    申請者 住所 
   名称            
                      代表者                 印 
 
 

平成  年度山梨県甲斐の木づかい推進事業費補助金交付申請書 
 
  次のとおり山梨県甲斐の木づかい推進事業を実施したいので、山梨県甲斐の木づかい推進事
業費補助金交付要綱第４条の規定により関係書類を添えて補助金の交付を申請します。 
１ 事業内容 

 
事業区分 

 
  事 業 費 

        経 費 の 内 訳  
備 考  

県 補 助 金 
 
そ の 他 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

   
計 

    

 
 
２ 事業の目的 



 

第２号様式 

                                                        番      号                                                         

平成   年   月   日 

   

山梨県知事              殿 

 

                                       申請者 住所 

名称             

代表者      印 

 

 

平成 年度山梨県甲斐の木づかい推進事業費補助金変更（中止、廃止）承認申請書 

   

平成    年    月    日付け    第      号で交付決定通知のあった山梨県甲斐の

木づかい推進事業費補助金については、山梨県甲斐の木づかい推進事業費補助金交付要

綱第５条の規定に基づき、次のとおり計画を変更（中止、廃止）し［金  円の追加交

付（減額承認）を受け］たいので、承認してください。 

 

               （注）金額の変更のない場合は［  ］の部分を除くこと。 

 

１ 変更理由 

 

 

２ 変更の内容 

 

     以下、第１号様式交付申請書の様式に準じる 

                 （変更前を上段に括弧書し、変更後を下段に記載する） 



 

第３号様式 

                                                     番      号                                                         

平成  年  月  日 

 

 山梨県知事              殿 

 

                                           住所 

名称                   

代表者               印 

 

 

平成   年度山梨県甲斐の木づかい推進事業費補助金実績報告書 

 

  平成    年    月    日付け    第      号で交付決定通知のあった山梨県甲斐の

木づかい推進事業費補助金について、次のとおり事業を実施したので、山梨県甲斐の木

づかい推進事業費補助金交付要綱第６条の規定に基づき、その実績を報告します。 

 

 

   （注）１ 記載事項は、第１号様式交付申請書の様式に準じる。 

         ２  実施状況の確認書等及び支払いの方法(金融機関名・預金種別・口座名・

口座番号)を記載した書面を添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第４号様式 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

 

 山梨県知事         殿 

 

 

申請者 住所               

名称               

                    代表者                       印 

 

 

平成  年度消費税仕入税額控除適用報告書 

 

 平成  年  月  日付け   第     号により交付決定及び確定通知があ

った山梨県甲斐の木づかい推進事業費補助金について、山梨県甲斐の木づかい推進事業

費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、次のとおり報告します。 

 

 １ 補助金交付申請番号 

 

 ２ 補助事業者名  

 

 ３ 施業場所 

 

 ４ 補助金確定額    金           円 

   （平成  年  月  日付け   第      号による確定通知額のうち

該当額） 

 

 

 （注）その他参考となる資料を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


